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子どもの貧困対策推進議員連盟提言 

令和７年５月 27日 

１．経緯や課題  

（１）検討の経緯 

この議連は、昨年９月に「こどもの貧困解消法」が施行されたことを受け、

10 月の衆議院選挙後に改めて参加の呼びかけも行い再結成された、こどもの

貧困対策を強力に推進するための議連である。昨年 12月、こどもの貧困対策

に日々熱心に取り組んでおられる支援団体から、要望を受けたのを契機に、今

年の５月まで６回にわたり精力的に議論を行った。 

支援団体からの要望は、ひとり親の働き控えを解消し経済的自立を促進する

ため、児童扶養手当の所得制限限度額の引上げと実効性の高い就労支援の強化、

養育費の取立制度の創設、手当額の大幅な増額等を求めるものであった。 

これを踏まえ、こどもの貧困を解消する、ひとり親家庭の家計を継続的に安

定させるという観点から、児童扶養手当、養育費確保、就労支援、住まいの支

援について、毎回多くの参加者を得て総合的に議論を重ねた。 

なお、教育格差については、本議連の下に教育格差ワーキングチームを設置

し、昨年５月から計 15回にわたり、学校教育における私費負担の軽減、放課

後の体験格差、デジタル格差等について精力的な議論を行い、本年５月 14日

に提言案が示された。 

（２）ヒアリング等から得られた、ひとり親家庭の課題の要点 

・ ひとり親家庭の就労率は非常に高いが、貧困率は 44.5％とOECD諸国

の中でも最悪の状況である。この貧困率は、改善はしているものの、子育

て世帯の中での相対的貧困率は悪化しているというデータもある。一方で

年齢や性別、こどもの有無などにより、こどもの貧困についての認識に大

きな差があるという指摘もある。 

・ 仕事と子育てに奮闘しているひとり親家庭は、こどもに十分に関わるこ

とができないジレンマなど不安感や精神的負担が大きい。そういった状況

において現金給付が重要な支えとなっており、現物給付や人による相談支
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援と組み合わせた支援が必要である。 

・ 貧困率などが中期的な傾向としては改善していても、食料支援の現場な

どで特に厳しい状況に置かれている家庭を把握しており、マクロのデータ

では見えない困難があるとの指摘もあった。 

・ 貧困の度合いにも違いがあり、この 20 年でみても就労の状況、生活の

状況、子育ての状況など多様化している。 

・ 養育費の支払いは義務である。一方で、養育費の受領率が非常に低いこ

とから、ひとり親家庭の貧困の要因ともなっており、公的支援の前提とし

て受領率を上げる取組みが不可欠である。養育費を支払うことは、親とし

ての責任をしっかりと果たしていると同時にこどもに対するメッセージ

になるという捉え方も広めていくことが重要である。 

 

上記の経緯や課題を踏まえ、議連としては、以下のとおり６本柱の提言を取り

まとめ、関係各省庁に取組みを求める。 

 

２．提言内容 

（１）ひとり親家庭の多様化を踏まえた支援の全体像（方向性） 

・ ひとり親家庭の平均的な姿を想定した画一的な支援ではなく、階層別に

深堀りするきめ細やかな支援体系を整備する。 

・ 特に厳しい状況に置かれている家庭には、現金給付、現物給付、人によ 

る支援をセットで行う必要がある。 

・ 階層別に深堀りする支援のためには、当事者に寄り添い、ニーズの仕分

けをする入り口が重要である。 

 

（２）ひとり親特有の課題に応じ、民間企業と協働した就業支援 

・ 就業支援は「貧困対策の 1 丁目」として強力に進めていくべきである。 

・ ひとり親特有の就業支援の好事例を、全国に横展開していくことが重要 

である。 

・ 最終的な目標は正規雇用による雇用の安定、就労収入の上昇等である。
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ひとり親は、こどもが小さいうちは働き方が限られるが、こどもが大きく

なったら定着してもらえる可能性が大きい人材である。企業にとって、日

本の経済にとっての先行投資であり、両者にとって WinWin の関係であ

る。 

・ 正規雇用を見据えて、スキル・・働き方など企業側のニーズを明らかにし、

ひとり親の雇用機会や職域を拡大していく必要がある。その際、人手不足

を踏まえ、経済界にはひとり親を正規で雇う環境整備を求める。また、労

働組合には、労使交渉や要望活動においてひとり親を正規で雇うことを打

ち出すよう求める。 

 

（３）民法改正等を踏まえた養育費の確保強化 

・ 養育費確保の前提となる、養育費の取決め促進を強化する。 

・ 社会情勢の変化等に応じて「養育費算定表」（令和元年版）の見直しを 

行う必要がある。 

・ 諸外国にみられる公的な養育費確保制度・（立 え払い、強制徴収）につ

いての調査研究も踏まえて、法定養育費・（令和６年民法改正）の確保等を

契機に、養育費の取決めや手続きに関する当事者目線の分かりやすい周知、

法律相談の充実などにより、実効性ある養育費確保を強力に進める。 

 

（４）住まいの支援 

・ セーフティネット住宅の普及、受け皿の整備を進める。その際、ひと 

り親特有の課題に応じた受け皿の整備に取り組む。  

・ 公営住宅の改修等において、ひとり親のニーズに応じた住まい環境整 

備のモデル的な取組みを支援する。 

・ 住まいの支援と、就業支援などの自立支援を組合せた取組みを強化す 

る。 

 

（５）家計収支の継続的な安定につながる経済的支援 

・ 児童扶養手当はひとり親家庭への経済的支援の重要な柱であるが、手
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当額や所得制限の今後の在り方については、ひとり親家庭の家計収支全

体を俯瞰しつつ、就労支援や養育費確保、生活や子育て支援の充実など

と併せ、多面的な観点から検討する必要がある。 

・ 具体的には、所得制限限度額については、ひとり親家庭の生活や就労

状況に応じて検討する。児童扶養手当の受給に連動する様々な生活支援

策も重要であり、自治体の動向にも注目しながら検討する必要がある。 

・ また、手当額については、賃上げに伴う就労収入の上昇、民法改正の施

行による法定養育費等の確保といった収入面、教育費や住宅費の軽減とい

った支出面の双方を全体で見て、継続的な家計収支の安定につながるよう

検討する。 

 

（６）こどもの貧困対策全体について 

・ 全数把握が出来ていない現状を踏まえ、ふたり親世帯も含む低所得子育

て世帯について、学識者の協力、各地方自治体の貧困調査との連携などを

通じて実態把握を進め、関係省庁と連携して誰ひとり取り残さない手法を

研究し、対応策を講ずる必要がある。 

・ 将来の貧困の予防や、教育の機会均等を保障する観点から、別紙・「教育

格差について考えるワーキングチーム提言」のとおり提言する。 




